
27年

(H27.10.1) 195 人 178 人

22年 0.5 ％ 0.5 ％

(H22.10.1) 9,973 人 9,654 人

増   加   率 △0.4 ％ 0.0 ％ △0.4 ％ ％ 26.9 ％ 26.6 ％

83,822 人 26,972 人 26,448 人

35,601 世帯 72.6 ％ 72.9 ％

83,504 人

35,080 世帯

千円

千円

千円

千円

千円

0.92

0.92

％

％

％

％ 設立の有無

千円 設立年月日

千円 債務保証額 千円

千円

千円

千円 - ％

- ％

千円 3.4 ％

4.0 ％

- ％

- ％

定 数

(人)

1

うち一般行政職 1

うち技能労務職 1

うち消防職員 1

1
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水 道 70,373 千円

公 共 下 水 道 553,692 千円

国民健康保険 9,764 世帯

介 護 保 険 15,285 人

後期高齢者医療 157,963 円

100,906 円

302,400 円

3

4

21.03

5

6

10

Ｅ

Ｂ

人 口 面 積

区 分

1 歳入総額

2

Ａ

(千円)

市 町 村 制
施 行 年 月 日

25,355,286

k㎡

歳出総額

Ｆ

7
19,189,577

収 益 事 業 収 入

所 在 地

市 町 村 名令和(元)年度

決 算 状 況
区 分

80,787 人 k㎡

住
民
基
本
台
帳

国

調

H31.1.1

人81,140

21.03

R2.1.1

標 準 財 政 規 模

19,541

25,941,052

284,312

単 年 度

人

S40.10.1以降の
合 併 状 況

3,858 77,210

566,225

284,900

平 成 30 年 度

(千円)

25,291,413

24,405,111

人

585,766

8

9

Ｈ
繰上償還金
（転貸債、公共用地先行取得債、
公共債を除き任意に行ったもの）

Ｇ

F+G+H-I　実質単年度収支

積立金取崩額
(財政調整基金)

積立金
(財政調整基金)

Ｊ

C-D　

単年度収支

一 般 職 員

区 分

市 長

(R2.4.1)

区 分

(千円)

500,000

△180,511

Ｉ
土 地 開 発 基 金

１ 人 当 り 平 均
給 料 月 額

296.4

職 員 数 給 料 月 額

(人) (千円)

一 般 職 員 等

572 169,541

Ｃ

翌年度へ繰越すべき財源

連 結 実 質 赤 字

地 方 債 現 在 高

債 務 負 担 行 為
（ 支 出 予 定 額 ）

財政調整

特定目的
336,202

00

△103,475 35,177

歳入歳出差引額 A-B　

Ｄ

601,402

実 質 収 支 比 率 4.0

886,302

実質収支

11,152

1,861,877

人
27 年 国 調 22 年 国 調

中 部 圏

土 地 開 発 公 社

無（H30.8.20解散）

76,938

標準税収入額等

財 政 力 指 数
3年平均

区 分

基準財政収入額

後期高齢者医療

病 院

ご み 処 理 看 護 学 校

し 尿 処 理

区 分

就

業

人

口 第 3 次

第 1 次

尾張旭市

人 口 密 度

愛知県尾張旭市東大道町原田2600番地1

232262コ ー ド 番 号

産 業 構 造

Ⅱ－3

2－7

市 町 村 類 型

(元)年度交付税
種 地 区 分

人 口 集 中
地 区 人 口

3,842 人

2,959,118

788.0

１ 人 当 り 平 均
給 料 ・ 報 酬 月 額

707.0教 育 長

408,393

第 2 次

S45.12.1

令 和 元 年 度

11,222,792

指 数 等

臨時財政対策債
発 行 可 能 額

9.5

97.1

4.9

公債費負担比率

経常一般財源等比率

公 債 費 比 率

△0.4

減 債
積立金
現在高

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況

10,370,323

基準財政需要額 指 数 表 選 定

13,309,011

14,983,701

指 定 団 体 等 の 指 定 状 況

交 通 災 害

533.0

H29.4.1

H29.4.1

983.0

(千円)

特 別 職 等

退 職 手 当

(R2.4.1)

832,105

資金不足(下水道)

1,539,496
健全化判断比率・資金不足比率

実 質 赤 字

議 会 議 長

適 用 開 始 年 月 日

将 来 負 担

実 質 公 債 費

国 保 会 計

H29.4.1

H29.4.1

区 分

資金不足(上水道)

R2.4.1

464.0 R2.4.1

426.0

269

議 会 副 議 長

議 会 議 員

8,206

-

-

-

副 市 長

251,114

90

31

収 支 額

313.9

-

-

17

(R2.4.1)

296.4合 計

教 育 公 務 員

臨 時 職 員 -

572 169,541

公

営

事

業

の

状

況

有

有

無 70,373

無

無

事 業 名 法 適 用 の 有 無

5,946

156,412

(千円)

収 支 額

普通会計からの繰入額

加 入 世 帯 数

被 保 険 者 数

被 保 険 者 １ 人 当 り
保 険 税 調 定 額

一 世 帯 当 り
保 険 税 調 定 額

被保険者１人当り費用

ラスパイレス指数 （H31.4.1)

△147,273

380,000

825,763

687,780

普通会計からの

11

10

193,606 3

25,038

繰入額 (千円)

13

職 員 数

99.3

84,439

300.827,072

8,559

553,692

276.1



       令和(元)年度 決算状況

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

円 円 円 円

円 円 円

円 円 円

※　構成比については、端数処理上、合計が合わない場合があります。

17,066,295

142,636

90.5

0.6

0

0

自動車取得税交付金

70,397

50,639

790,000

842,585

1,651,974

342,985

地 方 交 付 税

うち普通交付税

うち特別交付税

（ 一 般 財 源 計 ）

51,982

1,033,559

190,974

361,021

分 担 金 ・ 負 担 金

使 用 料

国 庫 支 出 金

30,089

45,563

9.2

0.1

0.3

19,187

1,331,147

0.1 16,032 0.1

53,908 0.4

0

自動車税環境性能割交付金 16,032

交通安全対策特別交付金

手 数 料

1,372,975 5.6

116,786 0.5

3,048,288

78.8

176,203 176,203 1.2

49.6

0.7

11,459,68512,535,786

0.6

0.1

88,293 88,293

12,700 12,700

0.4

2.4

5.8

0.00.2

12,190

3.3 842,585

0.0 12,190 0.1

15,653,437 61.9 14,386,362 98.9

1,639,211

7,685,237

3,691,374

349,667

540,729

4,489,766 18.4

0 0.0

3,048,288 12.5

308,588 1.3

350,801 1.4

0

899,554

116,786

899,554

2,061,416

1,974,187

283,136

350,801

1,666,155 6.8

12.5

580,846 4.6

(千円)(％)(千円)

129,600

245,290

総 務 費 3,134,487

0.4

12.8 2,574,917

労 働 費 106,134 89,134

衛 生 費 2,218,410 9.1 2,018,190

1,754,630

1.8 282,809

区 分
決 算 額

4,816,218

144,761

441,154 3.5 2.4 436,036

1.2146,073

0.0

-

0

38.4

435,667

-

-

-

-

土 木 費

3.3

教 育 費 3,089,626

消 防 費 813,389

水 利 地 益 税

内

訳

目 的 税

入 湯 税

事 業 所 税

都 市 計 画 税

- -

1,076,101 8.6

-

- -

8.61,076,101

98.4
徴

収

率
98.8

99.5

99.3

99.6

97.9

0

1,772,798

公 債 費 1,723,899 7.1

滞 納 繰 越 分 合 計

35.7

33.1

40.4

0.0

0

17,066,295

0.0 0

100.0合 計

-

-

160,000

固 定 資 産 税

(5号)(2号)

区 分

合 計

-

150,000

現 年 課 税 分

(4号)

市 町 村 民 税

-

120,000

- -

均 等 割

11,357,234

24,405,111

0

-

-

1.6

- -

- -

歳 入 性 質 別 歳 出

区 分
決 算 額 経 常 収

支 比 率
（ ％ ）(％) (千円)

経常経費充当
一 般 財 源 等

(千円 )

充当一般財源等

(千円)

11.21,723,899 7.1 1,712,082

う ち 職 員 給

人 件 費

1,712,082

市 町 村 名 Ⅱ－3類 型

構成比 経常一般財源等

(千円) (％) (千円)

指 定 金 融 機 関 名

(％)

尾張旭市

構成比
区 分

三菱ＵＦＪ銀行　尾張旭支店

決 算 額 構成比

27.0

1,807,510 11.8

4,146,722

5,129,346 21.0

4,157,946

2,730,694

4,559,956 18.7

3,080,639 12.6

1,815,209

9.4

1,712,082 11.2

0 0.0

内

訳

1,712,082

0

1,723,899 7.1

地 方 特 例 交 付 金

0 0.0

50.0

2,896,307 18.9

1,560,384 10.2

7,666,314

10.7

0 0.0

議 会 費

90.5

0 0.0

0 0.0

扶 助 費

公 債 費

5,475,394 43.7

11,459,685 91.4

△0.2 5,458,877 商 工 費

2,303,194

一時借入金利子

2,359,457 9.7

11,413,201 46.8

11,357,234

0.2

51,624

都 道 府 県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

6.5

うち臨時財政対策債

3.0747,980

35,200

2.3

59,979

普 通 税

市町村
民 税

個 人 分

法 人 分

内

訳

鉱 産 税

投資･出資金･貸付金

2,009,500

(千円)

特別土地保有税

固 定 資 産 税

- -

市町村たばこ税

歳 入 合 計

うち減収補填債特例分

軽 自 動 車 税

25,291,413

12.7

100.0 14,547,639 100.0

元 利 償 還 金

法 定 外 普 通 税

法 定 外 目 的 税

( 95.4 )繰 越 金 585,766

245,290

前 年 度 繰 上 充 用 金

諸 支 出 金

2,700,101

農 林 水 産 業 費

12.7

11.1

0

1,712,082

807,612

-

災 害 復 旧 費

1.0

（ 義 務 的 経 費 計 ）

物 件 費0.2 51,982

地 方 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

1,331,147

0.1

0.3

0.2

5.3

45,563

0.119,187

0 0.0

4.1 842,585 5.8

1.4 補 助 費 等342,985

0.8

0.3

積 立 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

投 資 的 経 費

845,635

0.1

1.4

(％) 100/75(千円 )

3,221,161

決 算 額 構成比

3.1

3.3

7.9

市 町 村 民 税

諸 収 入

地 方 債

0 0.0

区 分
(％)

失業対策事業費

-

-

1.4 4,726,107

5.2

- -

超 過 課 税 分

1.6

-

- -

う ち 単 独

収入額(千円)

-

経 常 収 支 比 率 ( ％ )

△3.0 591,453

0.2

0.4

増減率 基 準 税 額 ×

0.5

適

用

税

率
固 定 資 産 税 1.4 / 100

均等割 3,500

合 計

- - -旧 法 に よ る 税

12,535,786 100.0 0.6

市町村民税 個人分
所得割

標準税率に
対する比率

1.0

法人分

法人税割

-

3,000,000130,000 (9号)

410,000

1,750,000

(7号)

400,000(6号)

(8号)

9.7 / 100

　( 6.0 / 100 )  
（ )は、R1.10.1以後に開始する事業年度分から適用される税率

(1号)

(3号)

50,000

（ )は、減収補填債特例分及び臨時財政対策債を経常
一般財源等から除いた経常収支比率

民 生 費 9,795,472 40.1 5,679,233

維 持 補 修 費 131,816 0.5 120,590 115,055 0.8

う ち 人 件 費

内

訳

う ち 補 助

災害復旧事業費

歳 出 合 計

普通建設事業費

繰 出 金

13,877,271100.024,405,111

目 的 別 歳 出

構成比 充 当 一 般 財 源 等


